
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金効果検証一覧表（令和２年度事業）

総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

効果 具体的な理由

商工観光課 飲食店等経営安定支援金

①売り上げが激減した飲食店等を支援することにより、
経営安定を図る。
②飲食店等の事業者に対し、300千円の支援金を支
給。

85,800,000 85,800,000 R2.5.1 R2.9.30
①助成金給付件数:286件
②助成金給付総額：85,800千円

非常に効果的であった
市独自の支援により、新型コロナウイルス感染症の
影響を大きく受けた飲食店等の事業継続の一助と
なった。

社会福祉課 障害福祉サービス事業所等支援事業

①障がい者（児）への障害福祉サービス等の提供維持
を図るため、障害福祉サービス事業所等に対し、事業
継続を支援。
②障害福祉サービス事業所等に対し、一律50千円の
支援金を交付。

1,950,000 1,950,000 R2.6.26 R2.8.20
①支援施設数：39施設
②支援金給付総額：1,950千円

効果的であった
感染予防対策による費用増加に対し支援をすること
で、感染拡大の防止と事業継続の一助として効果が
あった。

社会福祉課 子育て世帯臨時特別給付金事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育
て世帯への生活を支援。
②令和2年度子育て世代への臨時特別給付金の支給
時に、上乗せ支給を行う。

34,240,000 34,240,000 R2.6.9 R3.3.31
①給付件数：2,008件
②給付金総額：34,240千円

効果的であった
給付金支給により子育て世帯への生活支援が図ら
れた。

社会福祉課 ひとり親家庭等応援給付金事業

①勤務先の休業、学校の休業で勤務しなかったこと等
により、経済的に厳しい状態にあるひとり親家庭等の生
活を支援する。
②令和2年度6月分の児童扶養手当の支給対象者（対
象児童1人ごと）に応援給付金を支給する。

13,140,000 13,140,000 R2.6.9 R2.10.12
①給付件数：279件
②給付金総額：13,140千円

効果的であった
給付金支給により速やかな経済支援を行ったこと
で、ひとり親世帯等の負担軽減が図られた。

高齢者支援課 介護サービス事業所等支援事業

①介護保険要支援者・要介護者への介護サービスの
提供の維持を図っている事業所に対し、事業継続のた
めの支援を行う。
②介護サービス事業所等に対し、1事業所当たり5万円
を交付する。

3,750,000 3,750,000 R2.6.26 R2.8.5
①支援施設数：75施設
②支援金給付総額：3,750千円

効果的であった
新型コロナウイルス感染症の影響を受けた介護事
業所の事業継続の一助となった。

教育総務課
遠隔・オンライン学習の環境整備
GIGAスクール構想への支援事業

①学校の臨時休業等の期間中も切れ目ない学習環境
を提供する。
②支援の必要な家庭等に対する通信費などのオンライ
ン学習のための費用や、端末の整備、モバイルルー
ターの整備など、GIGAスクール構想関連事業等との連
携により、児童生徒・教員が学校・自宅で使用するICT
環境の整備・初期設定費等のうち、他の支援施策の対
象にならない又は超える部分に充当する。

96,267,210 96,266,000 R2.6.26 R3.3.31
①支援学校数：13校
②整備端末数：2,331台

非常に効果的であった
GIGAスクール構想の1人1台端末の整備を実施し、
オンライン学習環境の整備が図られた。

健康増進課 新型コロナウイルス感染症拡大防止事業

①感染症予防のための資材を備蓄し、感染及び感染
拡大への予防を徹底する。
②マスク、消毒液の購入に係る経費を交付対象経費と
する。

1,670,062 1,670,000 R2.5.11 R3.3.9

①支援施設数：1施設
②マスク整備数：15.2千枚
③消毒液整備数：320ℓ
④ニトリル手袋整備数：4千枚
⑤プラスチックエプロン整備数：1,010枚

効果的であった
購入・備蓄したことにより避難所等を開設した際や市
所管施設で感染者や濃厚接触者等が発生した際の
感染防止、感染拡大防止につながる。

危機管理課 柳井市災害用資機材整備事業（補正予算事業）

①避難所内の新型コロナウイルス感染症対策を実施
することにより、避難所内での感染リスクの軽減が図
れ、安心して避難所に避難することができる。
②避難所物資等の整備。

41,032,343 40,595,000 R2.5.1 R3.3.30
①備蓄倉庫設置数：11基
②パーテーション整備数：85張

非常に効果的であった

購入した感染症対策用品を備蓄倉庫等に分散備蓄
することで、大規模災害時等の避難所開設時におい
ても、新型コロナウイルス感染症のリスクの低減を
図る対応が可能になった。

商工観光課 労働者雇用調整支援金

①国の雇用調整助成金の支給を受けた事業者に対
し、支援金を交付する。
②国の助成金対象額から助成金支給額を除いた金額
を支給。※上限500千円（1事業者1回限り）

1,686,100 1,686,000 R2.5.1 R3.3.31
①支援件数：4件
②支援金給付総額：1,686,100円

効果的であった
市独自の追加支援により、事業の継続と雇用確保
につなげた。

商工観光課 事業継続支援金

①国の持続化給付金の支給を受けた事業者に対し、
上乗せの支援金を交付する。
②国の助成金対象額から助成金支給額を除いた金額
を支給※上限100千円（1事業者1回限り）

43,978,770 43,978,000 R2.5.1 R3.3.31
①助成金給付件数：441件
②助成金給付総額：43,978,770円

非常に効果的であった
市独自の追加支援により、新型コロナウイルス感染
症の影響を大きく受けた地元事業者の事業継続の
一助となった。

商工観光課 中小企業等経営安定支援金

①新型コロナウイルス感染症拡大により影響を受けた
事業者に対し支援金を交付する。
②今年2～12月のいずれかの月間売上が前年同月比
20%以上50%未満減少した事業者に上限200千円を支
給。

16,999,984 16,999,000 R2.7.1 R3.3.31
①助成金給付件数：85件
②助成金給付総額：16,999,984円

効果的であった
新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた地
元事業者の事業継続の一助となった。

商工観光課 やない暮らし応援買物券事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により冷え込んだ
地域経済の活性化を図る。
②15千円の買物券を10千円で販売し、その差額（プレミ
アム分）及び事業執行に係る事務費。

479,403,741 168,443,000 R2.9.24 R3.3.31

①商品券発行総額：466,440千円
②利用可能加盟店舗数：287店
③利用可能加盟店舗割合：36.89％
④消費喚起効果額：510,965千円
⑤消費喚起倍率：1.65倍

非常に効果的であった
プレミアム付き商品券を発行することで地元事業者
への支援及び地域経済の維持と活性化が図られ
た。

農林水産課 漁業継続支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大により影響を受けた
漁業者に対し支援金を交付する。
②今年2～6月のいずれかの月間売上が前年同月比
20％以上50％未満減少した漁業者に上限200千円を支
給。

4,163,714 4,163,000 R2.7.1 R3.3.31
①助成金給付件数：22件
②助成金給付総額：4,163,714円

効果的であった
新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた市
内漁業者の事業継続の一助となった。

政策企画課 新生児応援特別給付金

①新型コロナウイルス感染対策の影響のなか、特別定
額給付金の基準日以降に誕生した新生児とその家庭
を応援する。
②対象者へ新生児1人につき50千円を支給する。

4,900,000 4,900,000 R2.7.1 R3.3.16
①助成金給付件数：98件
②助成金給付総額：4,900千円

非常に効果的であった
新生児を育てる子育て世帯に給付金を給付すること
により、安心して産み育てる環境づくりに効果があっ
た。

高齢者支援課 高齢者暮らし応援買物券配布事業

①敬老の意を込め、併せて高齢者の生活支援と市内
経済の 活性化を図るため、市内の商店等で使用でき
る応援買物券を配布する。
②対象者へ買物券5千円（1千円×5枚）を配布。

35,584,938 35,584,000 R2.9.24 R3.3.31

①商品券発行総額：32,950千円
②利用可能加盟店舗数：287店
③利用可能加盟店舗割合：36.89％
④消費喚起効果額：34,936千円
⑤消費喚起倍率：－

非常に効果的であった

市に住民登録がある高齢者に対して速やかに買物
券を送付することができ、新型コロナウイルス感染
症の影響を受けた高齢者及び地域経済への支援の
一助として効果があった。

事業実施による感染拡大防止等の効果

定量的実績指標所管課

予算執行状況
事業の概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
交付金事業名

事業期間
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教育総務課 家計急変学生等支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、帰省や外
出を控え自粛生活を送っている本市出身で県外在住
の大学生等に対し、やないのふるさと産品を送付する。
②対象者へ送付するふるさと産品の購入費及び送料。

918,000 918,000 R2.8.13 R2.11.30
①支援件数：153件
②地元産品購入業者数：4事業者

効果的であった
本市出身の県外の大学生等に対し、ふるさと産品を
支給することで、元気づけを行うことができた。

社会福祉課 認可外保育施設職員応援給付金

①新型コロナウイルス感染症の感染リスクがある中
で、学校の臨時休業期間中も、感染防止対策を講じな
がら、継続して保育サービスを提供した認可外保育施
設の保育士等の職員に対して応援給付金を支給。
②認可外保育施設職員1人当たり50千円を交付する。

700,000 700,000 R2.9.24 R2.12.21
①支援職員数：14人
②支援金給付総額：700千円

非常に効果的であった
施設職員を支援することで、臨時休業期間中も継続
して保育サービスを行うという環境整備の大きな助
けとなった。

柳井図書館 図書資料消毒用機器設置事業

①図書資料の返却・貸出の際に、資料の中まで除菌を
行うことにより、新型コロナウイルス感染拡大を防止す
る。
②市内図書館（2か所）への消毒用機器購入。

1,694,000 1,694,000 R2.9.24 R2.10.20
①整備施設数：2施設
②消毒器整備数：2台

効果的であった
消毒用機器の設置により、不特定多数の人が手に
する図書を除菌することで、安心安全な貸出を行う
ことができた。

総務課 飛沫防止ボード整備事業
①感染症対策の一環として庁舎等の窓口に飛沫防止
ボードを設置する。
②飛沫防止ボード購入費

990,242 990,000 R2.9.24 R3.3.17
①設置箇所数：34箇所
②パーテーション整備数：168枚

非常に効果的であった
パーテーションの設置により、人と人との接触による
感染リスクの低減と施設を利用される方の安心感の
向上に資する取り組みとすることができた。

政策企画課 公共施設自動水栓整備事業
①トイレ手洗器の自動水栓改修により衛生環境を改善
し、感染リスクの低減を図る。
②公共施設トイレの手洗器の自動水栓修繕料。

12,650,000 12,258,000 R2.9.24 R3.5.7
①整備施設数：32施設
②整備件数：291件

非常に効果的であった
公共施設トイレの手洗いを非接触としたことにより、
感染リスクの低減が図られ、利用者の安心安全につ
ながった。

政策企画課 Web会議環境整備事業
①新型コロナウイルス感染対策として、Web会議の開
催が可能となる資材等を整備する。
②タブレット端末の整備ほか。

214,555 214,000 R2.7.22 R3.3.31
①タブレット端末整備数：6台
②利用件数（R3年4月～9月）：604件

非常に効果的であった
Web会議の導入により感染リスクのない状態で外部
や遠方の相手との会議等が実施可能となった。

税務課 固定資産税(償却資産)軽減対応事業

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴う固定資産
税・都市計画税の軽減申告に対応できる体制づくりを
図る
②電算システムの改修委託料。

935,000 935,000 R3.2.4 R3.3.31 ①軽減対象事業者数：123事業者 非常に効果的であった
事業者が保有する資産に対し軽減特例コードを１件
ずつシステム登録する作業が、一括処理により大幅
に事務負担を軽減することができた。

柳井南保育所 保育所換気対策事業
①保育所内における換気対策を徹底することで、園児
の新型コロナウイルス感染症対策を図る。
②換気用備品の購入。

660,000 660,000 R2.12.23 R3.3.10
①扇風機整備数：9台
②シーリングファン整備数：1台

効果的であった
新型コロナウイルス感染対策として、効率的な換気
が図れ、安心で安全な保育環境を整えることができ
た。

学校給食センター 学校給食物資支援事業
①学校の臨時休業期間に係る食材費や違約金等を支
援する（No.42事業の地方単独部分）
②食材に係る経費への補助

110,295 110,000 R2.9.30 R2.10.30 ①食材提供業者数：1事業者 非常に効果的であった
給食食材費は喫食者の給食費で賄っているため、
使用できなかった食材負担への補填はたいへん有
効であった。

生涯学習
・スポーツ推進課

指定管理者支援事業

①利用料収入が減少した指定管理者への支援を行
い、経営安定を図る。
②2020年3～5月収支が前年比50%以上の指定管理者
へ支援金を給付。

5,296,000 5,296,000 R2.12.24 R3.1.15
①助成金給付件数：3件
②助成金給付総額：5,296千円

非常に効果的であった
新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた指
定管理者に対し支援金を給付することにより事業継
続の一助として効果があった。

教育総務課 屋内運動場網戸整備事業

①市内小中学校の屋内運動場に網戸を整備すること
で、児童の運動時だけでなく、災害時の避難所等での
活用時における換気対策が可能となり、新型コロナウ
イルス感染症対策を図ることができる。
②屋内運動場への網戸の設置工事。

7,590,000 5,693,000 R3.1.4 R3.4.30
①整備学校数：12校
②整備件数：293箇所

非常に効果的であった
緊急避難所となる小中学校の体育館に網戸を整備
することで、換気対策を実施することができた。

政策企画課 地域情報化推進事業

①光ケーブル未整備エリアの光化を行い、市内の情報
インフラ格差を解消する。（国庫補助4事業の地方単独
部分）
②国庫補助事業の事業所負担分等の支援及びNo.34
事業を補完するエリアへの光ファイバ整備に対する補
助。

33,892,000 28,153,000 R3.1.9 R3.6.30
①整備ケーブル延長：7,678m
②整備エリア加入者数：34世帯

非常に効果的であった

追加整備を行うことで、これまで光回線が整備され
ていない地域において、高速・大容量の通信が実現
し、地域間の情報格差の是正やコロナ禍における
「新たな日常」に対応する様々なインターネットを活
用した取り組みが可能となることが期待できる。

政策企画課
無線システム普及支援事業費等補助金
※国庫補助事業

（高度無線環境整備推進事業）
①光ケーブル未整備エリアの光化を行い、市内の情報
インフラ格差を解消する。
②光ケーブル未整備エリアへの光ファイバ整備に対す
る補助。

62,250,000 18,952,000 R2.12.22 R3.5.6
①整備ケーブル延長：29,077m
②整備エリア加入者数：56世帯

非常に効果的であった

高度無線環境の整備を行うことで、これまで光回線
が整備されていない地域において、高速・大容量の
通信が実現し、地域間の情報格差の是正やコロナ
禍における「新たな日常」に対応する様々なインター
ネットを活用した取り組みが可能となることが期待で
きる。

教育総務課
学校保健特別対策事業費補助金
※国庫補助事業

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①感染症予防のための保健衛生用品を整備し、新型コ
ロナウイルス感染への予防を徹底する。
②消毒液・ペーパータオル等の整備。

722,600 341,000 R2.5.1 R3.3.30

①支援学校数：13校
②消毒液整備数：492ℓ
③非接触型体温計整備数：47台
④フェースシールド整備数：230枚

非常に効果的であった 直ぐに必要な衛生用品を購入することができた。

教育総務課
学校保健特別対策事業費補助金
※国庫補助事業

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援
事業）
①新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら子ど
もたちの学習環境を確保する。
②保健衛生用品、３密対策用品の整備、アップルTV、
タブレットスタンドの整備。

6,251,590 3,125,000 R2.6.26 R3.3.30

①支援学校数：13校
②マスク整備数：7,210枚
③消毒液整備数：1,418ℓ
④歯鏡整備数：640本
⑤サーキュレーター整備数：120台

非常に効果的であった
直ぐに必要な衛生用品や、教室の換気を徹底する
ために必要な備品などを購入することができた。

サンビームやない
文化芸術振興費補助金
※国庫補助事業

（文化施設の感染症防止対策事業）
①感染症予防のための資材を購入し、感染及び感染
拡大への予防を徹底する。
②消毒液・アクリルパーテーション等の整備。

203,935 102,000 R2.4.1 R2.9.30

①消毒液整備数：66.6ℓ
②パーテーション整備数：4枚
③非接触型体温計整備数：2台
④フェイスシールド整備数：30枚

効果的であった
イベント開催に伴う感染予防対策用品を購入するこ
とで、安心安全な施設運営を行うことができた。

学校給食センター
学校臨時休業対策費補助金
※国庫補助事業

①学校の臨時休業期間に係る食材費や違約金等を支
援する。
②食材に係る経費や発注済食材に係る違約金等への
補助。

1,055,852 264,000 R2.5.29 R2.8.14 ①食材提供業者数：3事業者 非常に効果的であった
給食食材費は喫食者の給食費で賄っているため、
使用できなかった食材負担への補填はたいへん有
効であった。


